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（1）収益的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ決算額の
増 減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 地方公営企業法第24条第３項の規
定による支出額に係る財源充当額 合　　計

第１款
下水道事業収益

円
2,335,888,000

円
△ 231,000

円
0

円
2,335,657,000

円
2,454,481,086

円
118,824,086

　第１項
　営 業 収 益 1,167,709,000 △ 56,781,000 0 1,110,928,000 1,226,836,841 115,908,841 うち仮受消費税及び地方消費税

91,376,685円

　第２項
　営業外収益 1,168,179,000 56,550,000 0 1,224,729,000 1,227,644,245 2,915,245 うち仮受消費税及び地方消費税

59,659円

　　支　　　出

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

不　用　額 備　　　　考
当初予算額 補正予算額 予備費

支出額
流　用
増減額

地方公営企業法第
24条第３項の規定
による支出額

小　　計
地方公営企業法第
26条第２項の規定
による繰越額

合　　計

第１款
下水道事業費用

円
2,335,888,000

円
△ 231,000

円
0

円
0

円
0

円
2,335,657,000

円
0

円
2,335,657,000

円
2,278,913,856

円
0

円
56,743,144

　第１項
　営 業 費 用 2,035,198,000 6,718,000 0 0 0 2,041,916,000 0 2,041,916,000 2,008,702,489 0 33,213,511 うち仮払消費税及び地方消費税

44,896,114円

　第２項
　営業外費用 289,399,000 △ 6,949,000 0 0 0 282,450,000 0 282,450,000 267,585,475 0 14,864,525

　第３項
　特 別 損 失 10,791,000 0 0 0 0 10,791,000 0 10,791,000 2,625,892 0 8,165,108 うち仮払消費税及び地方消費税

33,569円

　第４項
   予 備 費 500,000 0 0 0 0 500,000 0 500,000 0 0 500,000

Ⅰ　　　決　　算
１　 令 和 ２ 年 度　 敦 賀 市



─ 2 ─

（1）収益的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ決算額の
増 減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 地方公営企業法第24条第３項の規
定による支出額に係る財源充当額 合　　計

第１款
下水道事業収益

円
2,335,888,000

円
△ 231,000

円
0

円
2,335,657,000

円
2,454,481,086

円
118,824,086

　第１項
　営 業 収 益 1,167,709,000 △ 56,781,000 0 1,110,928,000 1,226,836,841 115,908,841 うち仮受消費税及び地方消費税

91,376,685円

　第２項
　営業外収益 1,168,179,000 56,550,000 0 1,224,729,000 1,227,644,245 2,915,245 うち仮受消費税及び地方消費税

59,659円

　　支　　　出

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企業
法第26条第２
項の規定によ
る繰越額

不　用　額 備　　　　考
当初予算額 補正予算額 予備費

支出額
流　用
増減額

地方公営企業法第
24条第３項の規定
による支出額

小　　計
地方公営企業法第
26条第２項の規定
による繰越額

合　　計

第１款
下水道事業費用

円
2,335,888,000

円
△ 231,000

円
0

円
0

円
0

円
2,335,657,000

円
0

円
2,335,657,000

円
2,278,913,856

円
0

円
56,743,144

　第１項
　営 業 費 用 2,035,198,000 6,718,000 0 0 0 2,041,916,000 0 2,041,916,000 2,008,702,489 0 33,213,511 うち仮払消費税及び地方消費税

44,896,114円

　第２項
　営業外費用 289,399,000 △ 6,949,000 0 0 0 282,450,000 0 282,450,000 267,585,475 0 14,864,525

　第３項
　特 別 損 失 10,791,000 0 0 0 0 10,791,000 0 10,791,000 2,625,892 0 8,165,108 うち仮払消費税及び地方消費税

33,569円

　第４項
   予 備 費 500,000 0 0 0 0 500,000 0 500,000 0 0 500,000

書　　類
下水道事業決算報告書
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（2）資本的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ
決算額の増減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額 合　　計

第１款
資 本 的 収 入

円
1,298,661,000

円
255,000,000

円
1,553,661,000

円
152,000,000

円
0

円
1,705,661,000

円
1,476,313,030

円
△ 229,347,970

　第１項
　企   業   債 582,400,000 127,500,000 709,900,000 76,000,000 0 785,900,000 694,400,000 △ 91,500,000

　第２項
　　受益者負担金 21,681,000 0 21,681,000 0 0 21,681,000 37,398,030 15,717,030

　第３項
　補   助   金 328,580,000 127,500,000 456,080,000 76,000,000 0 532,080,000 426,580,000 △ 105,500,000

　第４項
　工事負担金 60,000,000 0 60,000,000 0 0 60,000,000 11,935,000 △ 48,065,000 うち仮受消費税及び地方消費税

1,085,000円

　第５項
　借   入   金 300,000,000 0 300,000,000 0 0 300,000,000 300,000,000 0

　第６項
　貸付金償還金 6,000,000 0 6,000,000 0 0 6,000,000 6,000,000 0

資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額25,900,000円を除く。）が資 本的支出額に対し不足する額 847,655,174円は、過年度分損益勘定留保資金 64,327,000円、…
過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 41,874,000円、当年度分損益勘定留保資 金 710,454,174円及び繰越工事資金（企業債及び補助金）31,000,000円で補てんした。

　　支　　　出

区　　分

予　　　　　算　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不 用 額 備　　　考
当初予算額 補正予算額 流　用

増減額 小　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計

第１款
資 本 的 支 出

円
2,122,660,000

円
250,504,000

円
0

円
2,373,164,000

円
183,000,000

円
0

円
2,556,164,000

円
2,298,068,204

円
254,900,000

円
0

円
254,900,000

円
3,195,796

　第１項
　建設改良費 825,240,000 250,039,000 0 1,075,279,000 183,000,000 0 1,258,279,000 1,000,186,300 254,900,000 0 254,900,000 3,192,700

うち仮払消費税及び
地方消費税
86,211,206円

　第２項
　企業債償還金 1,291,420,000 465,000 0 1,291,885,000 0 0 1,291,885,000 1,291,881,904 0 0 0 3,096

　第３項
　貸   付   金 6,000,000 0 0 6,000,000 0 0 6,000,000 6,000,000 0 0 0 0
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（2）資本的収入及び支出
　　収　　　入

区　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額 予算額に比べ
決算額の増減 備　　　　考

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額 合　　計

第１款
資 本 的 収 入

円
1,298,661,000

円
255,000,000

円
1,553,661,000

円
152,000,000

円
0

円
1,705,661,000

円
1,476,313,030

円
△ 229,347,970

　第１項
　企   業   債 582,400,000 127,500,000 709,900,000 76,000,000 0 785,900,000 694,400,000 △ 91,500,000

　第２項
　　受益者負担金 21,681,000 0 21,681,000 0 0 21,681,000 37,398,030 15,717,030

　第３項
　補   助   金 328,580,000 127,500,000 456,080,000 76,000,000 0 532,080,000 426,580,000 △ 105,500,000

　第４項
　工事負担金 60,000,000 0 60,000,000 0 0 60,000,000 11,935,000 △ 48,065,000 うち仮受消費税及び地方消費税

1,085,000円

　第５項
　借   入   金 300,000,000 0 300,000,000 0 0 300,000,000 300,000,000 0

　第６項
　貸付金償還金 6,000,000 0 6,000,000 0 0 6,000,000 6,000,000 0

資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当する額25,900,000円を除く。）が資 本的支出額に対し不足する額 847,655,174円は、過年度分損益勘定留保資金 64,327,000円、…
過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 41,874,000円、当年度分損益勘定留保資 金 710,454,174円及び繰越工事資金（企業債及び補助金）31,000,000円で補てんした。

　　支　　　出

区　　分

予　　　　　算　　　　　額

決　算　額

翌年度繰越額

不 用 額 備　　　考
当初予算額 補正予算額 流　用

増減額 小　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計
地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

継続費
逓　次
繰越額

合　　計

第１款
資 本 的 支 出

円
2,122,660,000

円
250,504,000

円
0

円
2,373,164,000

円
183,000,000

円
0

円
2,556,164,000

円
2,298,068,204

円
254,900,000

円
0

円
254,900,000

円
3,195,796

　第１項
　建設改良費 825,240,000 250,039,000 0 1,075,279,000 183,000,000 0 1,258,279,000 1,000,186,300 254,900,000 0 254,900,000 3,192,700

うち仮払消費税及び
地方消費税
86,211,206円

　第２項
　企業債償還金 1,291,420,000 465,000 0 1,291,885,000 0 0 1,291,885,000 1,291,881,904 0 0 0 3,096

　第３項
　貸   付   金 6,000,000 0 0 6,000,000 0 0 6,000,000 6,000,000 0 0 0 0



　　（単位：円）

１

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

２

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 828,346,219

３

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

４

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

５

過 年 度損 益修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

営 業 外 収 益

２　令和２年度　敦賀市下水道事業損益計算書

 （令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額
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２　令和２年度　敦賀市下水道事業損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

支払利息及び企業債取扱諸費

その他未処分利益剰余金変動額



　　（単位：円）

１

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

２

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 828,346,219

３

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

４

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

５

過 年 度損 益修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

営 業 外 収 益

２　令和２年度　敦賀市下水道事業損益計算書

 （令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 利 益

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

（
単

位
：

円
）

国
庫

補
助

金
県

補
助

金
資

本
剰

余
金

合
計

減
債

積
立

金
未

処
分

利
益

剰
余

金
利

益
剰

余
金

合
計

△
 
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

△
 
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

減
債

積
立

金
の

積
立

△
 
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

当
年

度
末

残
高

減
債

積
立

金
の

取
崩

当
年

度
純

利
益

剰
　

余
　

金

資
　

本
　

剰
　

余
　

金

当
年

度
変

動
額

３
 
 
令

和
２

年
度

　
敦

賀
市

下
水

道
事

業
剰

余
金

計
算

書
　

（
令

和
２

年
４

月
１

日
か

ら
令

和
３

年
３

月
３

１
日

ま
で

）

前
年

度
末

残
高

前
年

度
処

分
額

議
会

の
議

決
に

よ
る

処
分

額

資
本

合
計

利
　

益
　

剰
　

余
　

金

処
分

後
残

高

資
　

本
　

金
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３
　

令
和

２
年

度
　

敦
賀

市
下

水
道

事
業

剰
余

金
計

算
書

（
令
和
２
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
３
年
３
月
３
１
日
ま
で
）



当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 130,000,000

減債積立金の積立 △ 130,000,000

（単位：円）

４  令和２年度　敦賀市下水道事業剰余金処分計算書(案)

資本剰余金 未処分利益剰余金

処分後残高
（繰越利益剰余金）

資本金
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４　令和２年度　敦賀市下水道事業剰余金処分計算書（案）



１

イ

ロ

△ 346,354,131

ハ

△ 3,104,385,153

ニ

△ 1,087,381,243

ホ

△ 2,976,730

ヘ

△ 476,988

ト

２

△ 4,176,607

機 械 及 び 装 置

５　令和２年度　敦賀市下水道事業貸借対照表
 （令和３年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　資 　  産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

建物減価償却累計額

構 築 物

構築物減価償却累計額

機械及び装置減価償却累計額

車 両 運 搬 具

車両運搬具減価償却累計額

工具器具及び備品

工具器具及び備品減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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５　令和２年度　敦賀市下水道事業貸借対照表

車両運搬具減価償却累計額

工具器具及び備品減価償却累計額

機械及び装置減価償却累計額

構築物減価償却累計額

建物減価償却累計額



Ⅱ 附 属 書 類

１ 令和２年度 敦賀市下水道事業報告書

概 況

ア 総括事項

敦賀市の下水道事業は、昭和４９年に公共下水道事業に着手して以来、過去６回の計画区

域の拡張や集落排水事業による整備を行い、都市の健全な発達、公衆衛生の向上及び公共用

水域の水質保全に寄与し、質の高いサービスの提供を図るとともに、汚水処理の未普及地区

への整備及び豪雨等による浸水被害対策を実施し今日に至っております。

ｱ 事 業

本年度は、汚水処理事業として、山泉をはじめ各地区において管網整備工事、雨水処理事

業として、松島ポンプ場の長寿命化工事、津内幹線及び呉羽幹線の築造工事を行いました。

なお、工事等について、工事の発注手続き等に日数を要したことから、予算の一部を繰り

越しました。 

 

ｲ 経 営

本年度の下水道事業収益は２，３６３，２７９千円で前年度比２．３２％の減収となりま

した。その内訳は、営業収益１，１３５，４６０千円で前年度比１．２４％の増、営業外収

益１，２２７，８１９千円で前年度比５．４０％の減となっております。

一方、事業費用は２，２３１，９１４千円で前年度比７．２４％の減少となりました。内

訳は、営業費用１，９６３，８０６千円、営業外費用２６５，５１６千円、特別損失

２，５９２千円であります。

その結果、当年度純利益として、１３１，３６５千円を計上することができました。

本年度における経営成績及び財務状況は、別表財務諸表のとおりです。

３

イ

イ

４

イ

イ

ロ

５

△ 2,005,360,896

６

７

イ

ロ

イ

ロ

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

他 会 計 借 入 金

その他長期借入金

他会計借入金合計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

県 費 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金
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当年度未処分利益剰余金

長期前受金収益化累計額

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債



Ⅱ 附 属 書 類

１ 令和２年度 敦賀市下水道事業報告書

概 況

ア 総括事項

敦賀市の下水道事業は、昭和４９年に公共下水道事業に着手して以来、過去６回の計画区

域の拡張や集落排水事業による整備を行い、都市の健全な発達、公衆衛生の向上及び公共用

水域の水質保全に寄与し、質の高いサービスの提供を図るとともに、汚水処理の未普及地区

への整備及び豪雨等による浸水被害対策を実施し今日に至っております。

ｱ 事 業

本年度は、汚水処理事業として、山泉をはじめ各地区において管網整備工事、雨水処理事

業として、松島ポンプ場の長寿命化工事、津内幹線及び呉羽幹線の築造工事を行いました。

なお、工事等について、工事の発注手続き等に日数を要したことから、予算の一部を繰り

越しました。 

 

ｲ 経 営

本年度の下水道事業収益は２，３６３，２７９千円で前年度比２．３２％の減収となりま

した。その内訳は、営業収益１，１３５，４６０千円で前年度比１．２４％の増、営業外収

益１，２２７，８１９千円で前年度比５．４０％の減となっております。

一方、事業費用は２，２３１，９１４千円で前年度比７．２４％の減少となりました。内

訳は、営業費用１，９６３，８０６千円、営業外費用２６５，５１６千円、特別損失

２，５９２千円であります。

その結果、当年度純利益として、１３１，３６５千円を計上することができました。

本年度における経営成績及び財務状況は、別表財務諸表のとおりです。
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Ⅱ　　附　属　書　類
１　令和２年度　敦賀市下水道事業報告書



(2) 工　事

　ア　建設工事の概要

工　事　名 本年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

衣掛地区管網整備後舗装復旧工事 舗装工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

櫛川幹線築造後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

津内幹線（雨水）築造工事その１ Ｕ型水路築造工 ｍ

津内幹線（雨水）築造工事その２ ボックスカルバート布設工 ｍ

野坂地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

砂流地区外４取付管整備工事 取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

余座地区管網整備（汚水）工事その１

沓見地区管網整備（汚水）工事その１

野坂地区管網整備（汚水）工事その１

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

山泉地区管網整備（汚水）工事その１

山泉地区管網整備（汚水）工事その２

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

金山幹線（汚水）築造工事その２

本　年　度　施　工　内　容

下　　水　　道　　建　　設　　改　　良　　費

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

金山幹線（汚水）築造工事その１

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

第 号

人 人 人 人 人 人

(　)はパートタイム会計年度任用職員再掲

令和 2年 6月 8日 令和 2年 6月29日可決

令和 2年 7月15日 福井県知事 下水道事業に対する起債同意 令和 2年 8月25日

令和 2年 9月 1日

令和 2年 9月 1日

令和２年度敦賀市下水道事業会計補正予算(第2号)

令和 2年10月 2日認定令和元年度敦賀市下水道事業決算認定の件

令和 3年 2月24日 令和 3年 3月 9日可決

敦賀市集落排水処理施設の管理に関する条例の一
部を改正する条例の一部改正の件

令和 3年 2月24日 令和 3年 3月22日可決

　イ　議会議決事項

議案番号

令和２年度敦賀市下水道事業会計予算

件　　　名

令和元年度敦賀市下水道事業利益剰余金処分の件

令和２年度敦賀市下水道事業会計補正予算(第1号)

敦賀市下水道条例の一部を改正する条例の一部改
正の件
敦賀市集落排水処理施設の管理に関する条例の一
部を改正する条例の一部改正の件

　　　する条例の一部を改正する条例」に基づき、職員の給与改定を実施しました。

　　　　令和２年１１月３０日議決、「職員の給与に関する条例及び敦賀市一般職の任期付職員の採用等に関

比 較 増 減

　ウ　行政官庁協議・許認可事項

同意・許可年月日申　請　年　月　日

令和 3年 2月19日 福井県知事

令和２年度末

令和元年度末

届　出　先 件　　　名

下水道事業に対する起債同意

嘱託・臨時

令和 3年 3月31日

    － 

　　(ｲ) 職員の給与の状況

議　決　年　月　日

令和 2年 3月23日可決

提　出　年　月　日

令和 2年 2月25日

令和 2年 6月 8日 令和 2年 6月29日可決

令和 2年 6月 8日 令和 2年 6月29日可決

令和 2年10月 2日可決

令和 2年11月30日 令和 2年12月21日可決

令和２年度敦賀市下水道事業会計補正予算(第3号)

　エ　職員に関する事項

年度／種類

　　(ｱ) 職員の異動状況

特 別 職 職　　員

△ 1 

敦賀市下水道条例の一部を改正する条例の一部改
正の件

令和 3年 2月24日 令和 3年 3月22日可決

計会計年度任用職員技 術 員

    －
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イ  議会議決事項

ウ  行政官庁協議・許認可事項

エ  職員に関する事項



(2) 工　事

　ア　建設工事の概要

工　事　名 本年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

衣掛地区管網整備後舗装復旧工事 舗装工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

櫛川幹線築造後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

津内幹線（雨水）築造工事その１ Ｕ型水路築造工 ｍ

津内幹線（雨水）築造工事その２ ボックスカルバート布設工 ｍ

野坂地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

砂流地区外４取付管整備工事 取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

余座地区管網整備（汚水）工事その１

沓見地区管網整備（汚水）工事その１

野坂地区管網整備（汚水）工事その１

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

山泉地区管網整備（汚水）工事その１

山泉地区管網整備（汚水）工事その２

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

金山幹線（汚水）築造工事その２

本　年　度　施　工　内　容

下　　水　　道　　建　　設　　改　　良　　費

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）
その１

金山幹線（汚水）築造工事その１
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本年度工事費（円）



工　事　名 本年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日

櫛川中継ポンプ場遠方監視装置更新工事 遠方監視装置更新 台

鉄筋コンクリート管布設工 φ450 ｍ

硬質塩化ビニル管布設工 φ450 ｍ

マンホール設置工 箇所

津内幹線（雨水）築造工事その３ ボックスカルバート布設工 ｍ

山泉地区管網整備後舗装復旧工事 舗装工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

和久野地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

古田刈地区外３取付管整備工事 取付管布設工 箇所

御名地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

鋳物師地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

沓見地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

山泉地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

舗装工 式

側溝工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

和久野地区取付管整備工事その２ 取付管布設工 箇所

公文名地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

山泉地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

三島地区外４取付管整備工事 取付管布設工 箇所

沓見地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

櫛川地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

莇生野地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

古田刈地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

呉羽幹線（雨水）付帯工事 舗装工 式

平和地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

和久野地区取付管整備工事その３ 取付管布設工 箇所

松島地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

野坂地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

和久野地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

金山幹線築造後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

津内幹線（雨水）付帯工事 浚渫工 式

呉羽幹線（雨水）仮設工事 仮設工 式

御名地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

若葉地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

取付管布設工 箇所

マンホール設置工 箇所

砂流地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

金山地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

昭和地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

津内幹線（雨水）付帯工事その２ 浚渫工 式

萩野地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

余座地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その５

津内幹線（雨水）築造工事その４

本　年　度　施　工　内　容

下　　水　　道　　建　　設　　改　　良　　費

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その４

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その５

泉幹線（汚水）築造工事
（予定）

木崎地区取付管整備工事

山泉地区管網整備（汚水）工事その５

金山幹線（汚水）築造工事その４

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）
その３

工　事　名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

呉羽幹線（雨水）築造工事 ボックスカルバート布設工 ｍ

野坂地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

堂地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

野神地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

野神地区取付管整備工事その２ 取付管布設工 箇所

古田刈地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

松島地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

櫛林地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

野神地区取付管整備工事その３ 取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ150 ｍ

マンホール設置工 基

木崎地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

天筒浄化センター高圧気中開閉器更新工事 高圧気中開閉器更新 台

硬質塩化ビニル管布設工 φ150 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

山泉地区管網整備（汚水）工事その３

本　年　度　施　工　内　容

下　　水　　道　　建　　設　　改　　良　　費

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）
その３

衣掛地区管網整備（汚水）工事その１

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その２

山泉地区管網整備（汚水）工事その４

野坂地区管網整備（汚水）工事その２

津内地区管網整備（汚水）工事その１

津内地区管網整備（汚水）工事その２

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その３

衣掛地区管網整備（汚水）工事その２

金山幹線（汚水）築造工事その３

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）
その３

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その３ （予定）

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その４ （予定）
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本年度工事費（円）



工　事　名 本年度工事費(円) 着工年月日 竣工年月日

櫛川中継ポンプ場遠方監視装置更新工事 遠方監視装置更新 台

鉄筋コンクリート管布設工 φ450 ｍ

硬質塩化ビニル管布設工 φ450 ｍ

マンホール設置工 箇所

津内幹線（雨水）築造工事その３ ボックスカルバート布設工 ｍ

山泉地区管網整備後舗装復旧工事 舗装工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

和久野地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

古田刈地区外３取付管整備工事 取付管布設工 箇所

御名地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

鋳物師地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

沓見地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

山泉地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

舗装工 式

側溝工 式

硬質塩化ビニル管布設工 φ200 ｍ

マンホール設置工 基

取付管布設工 箇所

和久野地区取付管整備工事その２ 取付管布設工 箇所

公文名地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

山泉地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

三島地区外４取付管整備工事 取付管布設工 箇所

沓見地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

櫛川地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

莇生野地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

古田刈地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

呉羽幹線（雨水）付帯工事 舗装工 式

平和地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

和久野地区取付管整備工事その３ 取付管布設工 箇所

松島地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

野坂地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

和久野地区外２取付管整備工事 取付管布設工 箇所

金山幹線築造後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

津内幹線（雨水）付帯工事 浚渫工 式

呉羽幹線（雨水）仮設工事 仮設工 式

御名地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

若葉地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

取付管布設工 箇所

マンホール設置工 箇所

砂流地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

金山地区外１取付管整備工事 取付管布設工 箇所

昭和地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

津内幹線（雨水）付帯工事その２ 浚渫工 式

萩野地区取付管整備工事 取付管布設工 箇所

余座地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 舗装工 式

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）
その５

津内幹線（雨水）築造工事その４

本　年　度　施　工　内　容

下　　水　　道　　建　　設　　改　　良　　費

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その４

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）
その５

泉幹線（汚水）築造工事
（予定）

木崎地区取付管整備工事

山泉地区管網整備（汚水）工事その５

金山幹線（汚水）築造工事その４

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）
その３
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口径別

㎜ ｍ ｍ ｍ ｍ
800以上

計

　イ　下水道管総延長

当年度増加 当年度減少年度当初の総延長 年度末現在の総延長 備　考
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(3) 業　　務

　ア　業務量

　　(ｱ) 公共下水道事業

令 和 ２ 年 度 末 令 和 元 年 度 末

人 人 人

人 人 人

戸 戸 戸

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

％ ％ ％

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

　　(ｲ) 漁業集落排水事業

令 和 ２ 年 度 末 令 和 元 年 度 末

人 人 人

人 人 人

戸 戸 戸

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

％ ％ ％

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

　　(ｳ) 農業集落排水事業

令 和 ２ 年 度 末 令 和 元 年 度 末

人 人 人

人 人 人

戸 戸 戸

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

％ ％ ％

㎥ ㎥ ㎥

㎥ ㎥ ㎥

△ 4.3

比 較 増 減

比 較 増 減

比 較 増 減

△ 15

△ 2.5

△ 29

△ 5.5

△ 6

△ 6

△ 16

△ 441

１ 日 平 均 処 理 水 量

区　　　　　　分

水 洗 便 所 設 置 済 人 口

総 処 理 水 量

有 収 水 量

有 収 率

１ 日 最 大 処 理 水 量

区　　　　　　分

水 洗 便 所 設 置 済 人 口

水 洗 便 所 設 置 済 戸 数

総 処 理 水 量

処 理 区 域 内 人 口

区　　　　　　分

水 洗 便 所 設 置 済 戸 数

有 収 率

有 収 水 量

１ 日 平 均 処 理 水 量

１ 日 最 大 処 理 水 量

処 理 区 域 内 人 口

処 理 区 域 内 人 口

１ 日 平 均 処 理 水 量

有 収 水 量

有 収 率

１ 日 最 大 処 理 水 量

水 洗 便 所 設 置 済 戸 数

水 洗 便 所 設 置 済 人 口

総 処 理 水 量
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　イ　事業収入に関する事項

円 ％ 円 ％ 円 ％

　ウ　事業費に関する事項

円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 8.1

△ 31,463,333 △ 11.1

△ 14,229,053 △ 3.4

△ 174,208,426 △ 7.2

比 較

金　　　額 増減比

△ 5,508,015 △ 2.4

△ 70,123,545 △ 5.4

△ 56,166,999 △ 2.3

比 較

金　　　額 増減比

△ 3,493,274 △ 4.8

△ 126,744,891

令 和 元 年 度

金　　　額 構成比
区　　　分

令 和 ２ 年 度

金　　　額 構成比

動 力 費

人 件 費

合　　　計

特 別 損 失

そ の 他

構成比金　　　額
区　　　分

令 和 ２ 年 度

他 会 計 負 担 金

令 和 元 年 度

金　　　額 構成比

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

合　　　計

下 水 道 使 用 料

支 払 利 息

減 価 償 却 費
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％
2.1

△ 2.4

71.6

△ 5.4

△ 2.3

％
1.9

△ 4.8

△ 8.1

△11.1

△ 3.4

24.6

△ 7.2



(4) 会　　計

　ア　重要契約の要旨

　　(ｱ) 工事請負契約（１，０００千円以上）

契約年月日 契約金額(円) 契  約  の  内  容 契約の相手方

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）その１ 畑建設㈱

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）その２ ㈱岩本土建

金山幹線（汚水）築造工事その１ ㈱岸組

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）その１ 森口建設㈱

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）その２ ㈱安田工務店

山泉地区管網整備（汚水）工事その１ ㈱アスフリーク

衣掛地区管網整備後舗装復旧工事 ㈱堀居組

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）その１ ㈱登建

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その１ ㈱アスフリーク

櫛川幹線築造後舗装復旧工事（補助） 森口建設㈱

津内幹線（雨水）築造工事その１ ㈱福地組

津内幹線（雨水）築造工事その２ 嶺南建設㈱

野坂地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 北川建設㈱

山泉地区管網整備（汚水）工事その２ ㈱ホーエイ

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その１ 北川建設㈱

野坂地区管網整備（汚水）工事その１ 若狭ダンプ㈽

余座地区管網整備（汚水）工事その１ ㈱豊国工務店

沓見地区管網整備（汚水）工事その１ ㈱長吉組

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その２ ㈱登建

金山幹線（汚水）築造工事その２ 嶺南建設㈱

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その２ ㈱マルトミ工業

山泉地区管網整備（汚水）工事その３ ㈱長吉組

山泉地区管網整備（汚水）工事その４ ㈱堀居組

呉羽幹線（雨水）築造工事 敦賀旭土建㈱

野神地区取付管整備工事 ㈱ササキ商店

野神地区取付管整備工事その２ ㈱ササキ商店

衣掛地区管網整備（汚水）工事その１ ㈱長吉組

衣掛地区管網整備（汚水）工事（補助）その３ 岸本建設㈱

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）その２ 北川建設㈱

野神地区取付管整備工事その３ 江口設備㈲

津内地区管網整備（汚水）工事その１ ㈱桑原組　敦賀営業所

天筒浄化センター高圧気中開閉器更新工事 ㈲栄電工

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その３ 中野建設㈱

野坂地区管網整備（汚水）工事その２ 嶺南建設㈱

金山幹線（汚水）築造工事その３ 畑建設㈱

余座地区管網整備（汚水）工事（補助）その３ 岸本建設㈱

衣掛地区管網整備（汚水）工事その２ ㈱長吉組

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その３ 加野建設㈱

下　水　道　建　設　改　良　費
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契約年月日 契約金額(円) 契  約  の  内  容 契約の相手方

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その４ ㈱登建

泉幹線（汚水）築造工事 ㈱安田建設

津内幹線（雨水）築造工事その３ ㈱安田建設

山泉地区管網整備後舗装復旧工事 ㈱長吉組

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その４ ㈱堀居組

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その５ ㈱松田建設

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その５ 二光技建㈱

金山幹線（汚水）築造工事その４ ㈱松山組

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）その３ 寺川建設工業㈱

古田刈地区外３取付管整備工事 さと住設

御名地区外２取付管整備工事 江口設備㈲

鋳物師地区外２取付管整備工事 ㈱北陸サーマル

沓見地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 北川建設㈱

山泉地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 嶺南建設㈱

津内幹線（雨水）築造工事その４ 嶺南建設㈱

山泉地区管網整備（汚水）工事その５ 中野建設㈱

山泉地区外１取付管整備工事 江口設備㈲

三島地区外４取付管整備工事 ㈱北陸サーマル

古田刈地区外２取付管整備工事 森口建設㈱

呉羽幹線（雨水）付帯工事 敦賀旭土建㈱

平和地区取付管整備工事 江口設備㈲

金山幹線築造後舗装復旧工事（補助） 敦賀旭土建㈱

津内幹線（雨水）付帯工事 若山建設㈱

木崎地区取付管整備工事 ミノルエンジニアリング㈱

津内幹線（雨水）付帯工事その２ 若山建設㈱

余座地区管網整備後舗装復旧工事（補助） ㈱豊国工務店

下　水　道　建　設　改　良　費
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契約年月日 契約金額(円) 契  約  の  内  容 契約の相手方

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その４ ㈱登建

泉幹線（汚水）築造工事 ㈱安田建設

津内幹線（雨水）築造工事その３ ㈱安田建設

山泉地区管網整備後舗装復旧工事 ㈱長吉組

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その４ ㈱堀居組

沓見地区管網整備（汚水）工事（補助）その５ ㈱松田建設

山泉地区管網整備（汚水）工事（補助）その５ 二光技建㈱

金山幹線（汚水）築造工事その４ ㈱松山組

野坂地区管網整備（汚水）工事（補助）その３ 寺川建設工業㈱

古田刈地区外３取付管整備工事 さと住設

御名地区外２取付管整備工事 江口設備㈲

鋳物師地区外２取付管整備工事 ㈱北陸サーマル

沓見地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 北川建設㈱

山泉地区管網整備後舗装復旧工事（補助） 嶺南建設㈱

津内幹線（雨水）築造工事その４ 嶺南建設㈱

山泉地区管網整備（汚水）工事その５ 中野建設㈱

山泉地区外１取付管整備工事 江口設備㈲

三島地区外４取付管整備工事 ㈱北陸サーマル

古田刈地区外２取付管整備工事 森口建設㈱

呉羽幹線（雨水）付帯工事 敦賀旭土建㈱

平和地区取付管整備工事 江口設備㈲

金山幹線築造後舗装復旧工事（補助） 敦賀旭土建㈱

津内幹線（雨水）付帯工事 若山建設㈱

木崎地区取付管整備工事 ミノルエンジニアリング㈱

津内幹線（雨水）付帯工事その２ 若山建設㈱

余座地区管網整備後舗装復旧工事（補助） ㈱豊国工務店

下　水　道　建　設　改　良　費

契約年月日 契約金額(円) 契約の相手方

敦賀環境整備㈱

二州工業㈲

㈱パスコ　福井支店

㈱内田洋行　大阪支店

㈱三水コンサルタント　敦賀事務所

㈱エフウォーターマネジメント　嶺南事務所

福井県土地改良事業団体連合会

福井県土地改良事業団体連合会

福井県土地改良事業団体連合会

㈱フューチャーイン

三菱電機プラントエンジニアリング㈱　北陸支社

㈱サンワコン　嶺南営業所

㈱ニッテックコンサル

住友重機械エンバイロメント㈱　大阪支店

荏原商事㈱　福井支店

㈱安田建設

㈱国土開発センター　嶺南営業所

㈱中央設計技術研究所　敦賀事務所

㈱エイコー技術コンサルタント

㈱クォードコーポレーション

嶺南建設㈱

　イ　企業債、他会計借入金及び一時借入金の概況

　　(ｱ) 企業債

円

　　(ｲ) 他会計借入金

円

　　(ｳ) 一時借入金

円

　　(ｲ) その他の契約（１，０００千円以上）

津内幹線（雨水）家屋事後調査業務委託

山泉地区管網（汚水）実施設計業務委託その２

山泉地区管網（汚水）実施設計業務委託その１

松島ポンプ場沈砂池浚渫業務委託

津内幹線(雨水）家屋調査業務委託

関地区管網（汚水）実施設計業務委託

農業集落排水事業最適整備構想策定業務委託

天筒浄化センター電気計装設備保守点検業務委託

漁業集落排水事業浦底地区機能保全計画策定業務委託

原地区管網（汚水）実施設計業務委託

堂地区管網（汚水）実施設計業務委託

下水道台帳更新業務委託

農業集落排水処理施設等維持管理業務委託

漁業集落排水処理施設等維持管理業務委託

契  約  の  内  容

令和２年度償還額

令和２年度借入額

令和２年度末残高

令和２年度償還額

令和２年度借入額

令和元年度末残高

令和２年度末残高

令和２年度償還額

令和２年度借入額

令和元年度末残高

積算システム単価改定・運用支援業務委託

公営企業会計システムバージョンアップ業務委託

天筒浄化センター№５池水中攪拌機修繕

白木処理場電磁流量計修繕

古田刈地区下水路浚渫・除草業務委託その２

東浦北部処理場電磁流量計修繕

漁業集落排水事業立石地区機能保全計画策定業務委託
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㈱国土開発センター　嶺南営業所
㈱中央設計技術研究所　敦賀事務所

㈱エフウォーターマネジメント　嶺南事務所

三菱電機プラントエンジニアリング㈱　北陸支社

住友重機械エンバイロメント㈱　大阪支店

㈱三水コンサルタント　敦賀事務所



(単位：円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 1,628,359

長期前受金戻入額 △ 628,643,231

支払利息

未収金の増減額(△は増加) △ 30,309,642

未払金の増減額(△は減少)

たな卸資産の増減額(△は増加)

引当金の増減額 △ 309,000

預り金の増減額

固定資産除却費

　　小計

利息の支払額 △ 251,287,672

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 913,975,094

工事負担金による収入

補助金による収入

未収金の増減額(△は増加) △ 12,973,300

未払金の増減額(△は減少)

前払金の増減額(△は増加)

貸付金による支出 △ 6,000,000

貸付金の償還による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 446,311,570

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,291,881,904

他会計からの借入による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 297,481,904

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

２　令和２年度　敦賀市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで） 収益的収支 (単位：円）
金　　　額

下水道事業収益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

手 数 料

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

長期前受金戻入

資本費繰入収益

資本費繰入収益

雑 収 益

そ の 他 雑 収 益

金　　　額

下水道事業費用

営 業 費 用

管 渠 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

材 料 費

ポ ン プ 場 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

処 理 場 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

報 酬 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

３　令和２年度　敦賀市下水道事業収益費用明細書

款 項 目 節 備　　　考

款 項 目 節 備　　　考
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２　令和２年度　敦賀市下水道事業キャッシュ・フロー計算書



収益的収支 (単位：円）
金　　　額

下水道事業収益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

その他営業収益

手 数 料

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

長期前受金戻入

資本費繰入収益

資本費繰入収益

雑 収 益

そ の 他 雑 収 益

金　　　額

下水道事業費用

営 業 費 用

管 渠 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

材 料 費

ポ ン プ 場 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

処 理 場 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

報 酬 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

３　令和２年度　敦賀市下水道事業収益費用明細書

款 項 目 節 備　　　考

款 項 目 節 備　　　考
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３　令和２年度　敦賀市下水道事業収益費用明細書

法定福利費引当金繰入額

賞与引当金繰入額

その他営業収益

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額



金　　　額

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

業 務 費

備 消 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

会 費 負 担 金

総 係 費

給 料 予算額

手 当 等 予算額

賞与引当金繰入額 予算額

法 定 福 利 費 予算額

法定福利費引当金繰入額 予算額

旅 費

報 償 費

備 消 品 費

燃 料 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

工 事 請 負 費

会 費 負 担 金

補 助 金

保 険 料

公 課 費

減 価 償 却 費

有形固定資産減価償却費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

営 業 外 費 用

企 業 債 利 息
一 時 借 入 金 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 手 数 料

他会計借入金利息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失

貸倒引当金繰入額

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

備　　　考款 項 目 節
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賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

有形固定資産減価償却費

一時借入金利息及び
企業債取扱手数料

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

過年度損益修正損

他会計借入金利息

貸倒引当金繰入額

過年度損益修正損



（
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計
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４
　

固
定

資
産

明
細

書

工
具
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具
及
び
備
品
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金

融
公

庫
－

 

平
成

７
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

７
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

７
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

５
　

 
企
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明

 
細
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償
還

高
未

償
還

残
高
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考
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行
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企
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債
明

細
書



当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

７
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

７
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

７
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

８
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

８
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

８
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

８
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

９
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
1
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
1
年

度
大

蔵
省

資
金

運
用

部
－

 

平
成

1
1
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
1
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
1
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
2
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
2
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
2
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

─ 26 ─



当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

1
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
3
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
3
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
3
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
4
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
4
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
5
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
5
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
5
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
6
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
6
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債

─ 27 ─



当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

1
6
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
7
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
8
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
8
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
8
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
8
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
8
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
8
年

度
簡

易
生

命
保

険
資

金
－

 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
9
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
9
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

1
9
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

2
0
年

度
公

営
企

業
金

融
公

庫
－

 

平
成

2
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
0
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
0
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
0
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
0
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
1
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
1
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－
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当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
1
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
2
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
2
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
2
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
2
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
2
年

度
日

本
生

命
－

 

平
成

2
2
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
3
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
3
年

度
敦

賀
美

方
農

業
協

同
組

合
－

 

平
成

2
3
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
4
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
4
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
4
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
5
年

度
北

陸
銀

行
－

 

平
成

2
5
年

度
敦

賀
美

方
農

業
協

同
組

合
－

 

平
成

2
5
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
6
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
6
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
6
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
6
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－

 

平
成

2
7
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
7
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
7
年

度
福

井
銀

行
－

 

平
成

2
7
年

度
敦

賀
信

用
金

庫
－

 

平
成

2
8
年

度
北

陸
銀

行
－

 

平
成

2
8
年

度
北

陸
銀

行
－

 

平
成

2
8
年

度
敦

賀
美

方
農

業
協

同
組

合
－

 

平
成

2
8
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

2
9
年

度
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
－
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当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計
償

還
高

未
償

還
残

高
備

 
 
考

利
率

(
％

)
発

行
価

格
償

還
終

期
発

行
年

月
日

発
行

総
額

種
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類

平
成

2
9
年

度
北

陸
労

働
金

庫
－

 

平
成

2
9
年

度
敦

賀
美

方
農

業
協

同
組

合
－

 

平
成

2
9
年

度
敦

賀
美

方
農

業
協

同
組

合
－

 

平
成

2
9
年

度
敦

賀
信

用
金

庫
－

 

平
成

3
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

3
0
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

平
成

3
0
年

度
北

陸
銀

行
－

 

平
成

3
0
年

度
敦

賀
信

用
金

庫
－

 

平
成

3
0
年

度
敦

賀
信

用
金

庫
－

 

平
成

3
0
年

度
敦

賀
信

用
金

庫
－

 

令
和

元
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

元
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

元
年

度
福

井
銀

行
－

 

令
和

元
年

度
北

陸
銀

行
－

 

令
和

元
年

度
北

陸
銀

行
－

 

令
和

２
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

２
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

令
和

２
年

度
福

井
県

農
業

協
同

組
合

－
 

令
和

２
年

度
北

陸
銀

行
－

 

令
和

２
年

度
財

務
省

財
政

融
資

－
 

－
前

借
分

合
　

　
　

　
　

　
　

　
計
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ソ 他会計負担金（児童手当負担金） 円については、児童手当に要する経

費として全額（特定収入以外）充当した。

タ 他会計補助金（下水道使用料改定延期に伴う減収分の補てん） 円に

ついては、維持管理費（課税仕入）として全額（特定収入）充当した。

チ 雑収益（原子力立地給付金） 円については、動力費（課税仕入）とし

て、全額（特定収入）充当した。

６ そ の 他

（１）他会計補助金等の使途について

ア 受益者負担金 円については、工事請負費（課税仕入）として全額（特

定収入）充当した。

イ 受益者分担金 円については、工事請負費（課税仕入）として全額（特

定収入）充当した。

ウ 国庫補助金 円については、工事請負費（課税仕入）として

円（特定収入）、移設保証金として 円（特定収入以外）充

当した。

エ 県補助金 円については、工事請負費（課税仕入）として全額（特定

収入）充当した。

オ 他会計負担金（雨水処理に要する経費） 円については、動力費等（課

税仕入）として 円（特定収入）、減価償却費として 円（特

定収入以外）、給料等として 円（特定収入以外）充当した。

カ 他会計負担金（分流式下水道等に要する経費） 円については、減価

償却費として全額（特定収入以外）充当した。

キ 他会計負担金（下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費）

円については、報酬として全額（特定収入以外）充当した。

ク 他会計負担金（水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費）

円については、給料等として全額（特定収入以外）充当した。

ケ 他会計負担金（不明水の処理に要する経費） 円については、動力費（課

税仕入）として全額（特定収入）充当した。

コ 他会計負担金（高度処理に要する経費） 円については、動力費（課税

仕入）として 円（特定収入）、減価償却費として 円（特定収

入以外）充当した。

サ 他会計負担金（高資本費対策に要する経費） 円については、減価償却

費として全額（特定収入以外）充当した。

シ 他会計負担金及び資本費繰入収益（地方公営企業法の適用に要する経費）

円については、企業債元金償還金（課税仕入に充当した企業債の償還）

の財源として 円（特定収入）、企業債利息として 円（特定収入

以外）充当した。

ス 他会計負担金及び資本費繰入収益（下水道事業債（特別措置分）の償還に要する

経費） 円については、企業債元金償還金（課税仕入に充当した企業債

の償還）の財源として 円（特定収入）、企業債利息として 円

（特定収入以外）充当した。

セ 他会計負担金及び資本費繰入収益（臨時財政特例債の償還に要する経費

円については、企業債元金償還金（課税仕入に充当した企業債の償還）

の財源として 円（特定収入）、企業債利息として 円（特定収入

以外）充当した。

─ 31 ─

６　　そ　 の　 他



ソ 他会計負担金（児童手当負担金） 円については、児童手当に要する経

費として全額（特定収入以外）充当した。

タ 他会計補助金（下水道使用料改定延期に伴う減収分の補てん） 円に

ついては、維持管理費（課税仕入）として全額（特定収入）充当した。

チ 雑収益（原子力立地給付金） 円については、動力費（課税仕入）とし

て、全額（特定収入）充当した。
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品） 先入先出法による原価法によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 １５～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ８～２０年

車両運搬具 ５年

工具、器具及び備品 ３～１５年

３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

退職給付引当金については、一般会計との負担区分を定めた「下水道事業における退職手

当の負担について」に基づき、計上していない。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、過去３年間の不納欠損実績率により算出している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担

令和２年度貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

１，５５０，３５３，３９８円である。

Ⅲ セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

下水道事業会計は、公共下水道事業、漁業集落排水事業及び農業集落排水事業を運営して

おり、各事業で運営方針等を決定していること、また公共下水道事業では汚水処理と雨水処

理を行っていることから、それらを報告セグメントとしている。
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３ 引当金の計上方法

⑴ 退職給付引当金

退職給付引当金については、一般会計との負担区分を定めた「下水道事業における退職手

当の負担について」に基づき、計上していない。

⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年

度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

⑶ 貸倒引当金

債権の不納欠損に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

なお、貸倒実績率については、過去３年間の不納欠損実績率により算出している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る一般会計の負担

令和２年度貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

１，５５０，３５３，３９８円である。

Ⅲ セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

下水道事業会計は、公共下水道事業、漁業集落排水事業及び農業集落排水事業を運営して

おり、各事業で運営方針等を決定していること、また公共下水道事業では汚水処理と雨水処

理を行っていることから、それらを報告セグメントとしている。

 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

セグメント区分 事業の内容

公共下水道事業
汚水処理事業 し尿、生活雑排水等の処理

雨水処理事業 雨水の排除

漁業集落排水事業 漁業集落におけるし尿、生活雑排水等の処理

農業集落排水事業 農業集落におけるし尿、生活雑排水等の処理

２ 報告セグメントごとの資産、負債及びその他の項目の金額

（単位：円）

公共下水道事業 漁業集落

排水事業

農業集落

排水事業
合計

汚水処理事業 雨水処理事業

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 益 △ △ △ △ △

経 常 損 益 △ △

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計負担金

減価償却費

支払利息

特別損失

有形固定資産の増加
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